
令和６年度 第九回 茨城地方最低賃金審議会次第 

 

 令和７年３月14日（金） 

 

１ 開  会 

 

２ 議  題 

(１) 特定最低賃金改正の意向確認（表明）について 

(２) 労働団体からの要請書について 

(３) その他 

 

３ 閉  会 
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 資料№１ 



（写）
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（写）



特定最低賃金額

令和５年度算定 令和６年度算定 令和５年度算定 令和６年度算定 効力発生年月日

鉄鋼業 E22 162 174 8,927 8,660
1,098円

令和６年12月31日

はん用機械器具、
生産用機械器具、
業務用機械器具製造業

Ｅ25,Ｅ26,
Ｅ271,Ｅ272
(除:適用除外)

870 935 34,962 35,400
1,055円

令和６年12月31日

計量器・測定器・分析機器・試験
機・理化学機械器具、医療用機械
器具・医療用品、光学機械器具・
レンズ、電子部品・デバイス・電
子回路、電気機械器具、情報通信
機械器具、時計・同部分品製造業

Ｅ273,Ｅ274,
Ｅ275,Ｅ28,
Ｅ29,Ｅ30,

Ｅ323
(除:適用除外)

806 840 32,614 35,860
1,052円

令和６年12月31日

各種商品小売業 I56 35 39 4,470 4,600
881円

令和３年12月31日

特定最低賃金適用使用者数及び適用労働者数

茨城労働局

適用労働者数適用使用者数
産業分類業種
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 資料№２ 



業種 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

鉄鋼業 218 181 180 180 174 162 174

機械器具製造業等 1,056 964 963 967 889 870 935

電気・精密機械
器具等製造業

941 886 886 887 814 806 840

各種商品小売業 48 45 46 48 33 35 39

特定最低賃金適用使用者数の推移（業種別）
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業種 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

鉄鋼業 10,320 8,900 8,740 9,095 8,831 8,927 8,660

機械器具製造業等 32,870 36,700 33,940 40,696 32,676 34,962 35,400

電気・精密機械
器具等製造業

41,310 33,130 30,140 34,418 30,360 32,614 35,860

各種商品小売業 5,610 5,100 4,820 6,021 4,215 4,470 4,600

特定最低賃金適用労働者数の推移（業種別）

特定最低賃金適用労働者数については、経済センサス‐活動調査(注)から算出した数に当局で把握した新規
事業場、廃止事業場の人数を加除し、その上で当該年度の「最低賃金にかかる基礎調査」から算出した除外
労働者数を割り戻しして算出した推測数である。

（注）令和４年まで：平成28年経済センサス‐活動調査
　　　令和５年から：令和３年経済センサス‐活動調査
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都道府県 地賃ランク 改正前時間額 改正後時間額 引上げ額 効力発生日 備考
令第6条5
項適用

千　葉 Ａ 1,096 1,147 +51 R6.12.25 無

大　阪 Ａ 1,066 1,120 +54 R6.12.1 有

愛　知 Ａ 1,059 1,111 +52 R6.12.16 無

神奈川 Ａ (874) － － － （必要性なし） －

東　京 Ａ (871) － － － （必要性なし） －

兵　庫 Ｂ 1,065 1,116 +51 R6.12.1 有

広　島 Ｂ 1,064 1,114 +50 R6.12.31 無

山　口 Ｂ 1,064 1,116 +52 R6.12.15 非鉄金属を含む 有

福　岡 Ｂ 1,053 1,106 +53 R6.12.10 有

岡　山 Ｂ 1,050 1,102 +52 R6.12.8 有

和歌山 Ｂ 1,050 1,103 +53 R6.12.30 有

茨　城 Ｂ 1,046 1,098 +52 R6.12.31 有

島　根 Ｂ 1,034 1,092 +58 R6.11.28 有

北海道 Ｂ 1,030 1,100 +70 R6.12.1 有

群　馬 Ｂ 1,017 1,067 +50 R6.12.28 有

静　岡 Ｂ 1,012 1,057 +45 R6.12.21 非鉄金属を含む 有

宮　城 Ｂ 1,003 1,059 +56 R6.12.15 有

大　分 Ｃ 1,053 1,106 +53 R6.12.25 有

青　森 Ｃ 992 1,045 +53 R6.12.21 無

岩　手 Ｃ 949 1,008 +59 R7.1.22 金属製品を含む 無

令和６年度 特定最低賃金改正状況

鉄鋼業最低賃金

※改正前時間額が()表示されている県は、昨年度改正されず、地域別最低賃金を下回るもの
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 資料№４ 



都道府県 地賃ランク 改正前時間額 改正後時間額 引上げ額 効力発生日 備考
令第6条
5項適用

大　阪 Ａ 1,070 1,127 +57 R6.12.1 金属製品、輸送機械を含む 有

愛　知 Ａ （968） － － － （必要性なし） －

千　葉 Ａ (922) － － － （必要性なし） －

神奈川 Ａ (857) － － － (取り下げ) －

東　京 Ａ (832) － － － （必要性なし） －

香　川 Ｂ 1,040 1,092 +52 R6.12.15 有

兵　庫 Ｂ 1,035 1,087 +52 R6.12.1 無

静　岡 Ｂ 1,028 1,073 +45 R6.12.21 輸送機械を含む 有

広　島 Ｂ 1,020 1,070 +50 R6.12.31 無

徳　島 Ｂ 1,020 1,070 +50 R6.12.21 有

滋　賀 Ｂ 1,013 1,060 +47 R6.12.31 有

島　根 Ｂ 1,010 1,068 +58 R6.12.5 有

栃　木 Ｂ 1,007 1,055 +48 R6.12.31 有

群　馬 Ｂ 1,006 1,056 +50 R6.12.28 有

岡　山 Ｂ 1,005 1,054 +49 R7.1.9 無

茨　城 Ｂ 1,005 1,055 +50 R6.12.31 有

石　川 Ｂ 1,000 1,040 +40 R6.12.31 金属製品、電気機器を含む 有

愛　媛 Ｂ 997 1,049 +52 R6.12.25 有

富　山 Ｂ 995 1,035 +40 R6.12.27 輸送機械を含む 有

長　野 Ｂ 994 1,043 +49 R6.12.12 輸送機械を含む 有

福　井 Ｂ 933 － － － （必要性なし） －

奈　良 Ｂ （905） － － － （必要性なし） －

佐　賀 Ｃ 974 1,010 +36 R6.12.20 有

山　形 Ｃ 961 1,012 +51 R6.12.25 無

長　崎 Ｃ （875） － － － 輸送機械を含む
（必要性なし） －

令和６年度特定最低賃金改正状況

はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具製造業最低賃金

※改正前時間額が()表示されている県は、昨年度改正されず、地域別最低賃金を下回るもの
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都道府県 地賃ランク 改正前時間額 改正後時間額 引上げ額 効力発生日 備考
令第6条
5項適用

大　阪 Ａ 1,068 1,127 +59 R6.12.1 有
埼　玉 Ａ 1,055 1,105 +50 R6.12.1 無
千　葉 Ａ 1,055 1,105 +50 R6.12.25 有
愛　知 Ａ (901) － － － （必要性なし） －
神奈川 Ａ (890) － － － （申出なし） －
東　京 Ａ 新設 － － － （必要性なし） －
京　都 Ｂ 1,025 1,074 +49 R7.1.19 無
福　岡 Ｂ 1,019 1,071 +52 R6.12.10 有
栃　木 Ｂ 1,008 1,056 +48 R6.12.31 有
滋　賀 Ｂ 1,003 1,050 +47 R6.12.31 精密機械を含む 無
群　馬 Ｂ 1,006 1,056 +50 R6.12.28 有
新　潟 Ｂ 1,005 － － － （必要性なし） －
兵　庫 Ｂ 1,002 1,053 +51 R6.12.1 有
茨　城 Ｂ 1,002 1,052 +50 R6.12.31 精密機械を含む 有
静　岡 Ｂ 997 1,042 +45 R6.12.21 有
山　梨 Ｂ 997 1,047 +50 R6.12.27 有
北海道 Ｂ 997 1,049 +52 R6.12.1 有
広　島 Ｂ 995 1,045 +50 R6.12.31 無
三　重 Ｂ 987 1,031 +44 R6.12.21 無
愛　媛 Ｂ 987 1,038 +51 R6.12.25 有
山　口 Ｂ 986 1,032 +46 R6.12.15 有
長　野 Ｂ 983 1,032 +49 R7.1.1 精密機械を含む 有
徳　島 Ｂ 983 1,038 +55 R6.12.21 有
香　川 Ｂ 982 1,030 +48 R6.12.15 有
岡　山 Ｂ 974 1,025 +51 R6.12.25 有
岐　阜 Ｂ 965 － － － （必要性なし） －
石　川 Ｂ 963 1,008 +45 R6.12.31 有
宮　城 Ｂ 959 1,012 +53 R6.12.15 有
富　山 Ｂ 951 1,002 +51 R6.12.26 有
島　根 Ｂ 929 987 +58 R6.12.27 有
奈　良 Ｂ (891) － － － （必要性なし） －
福　島 Ｂ (880) － － － （必要性なし） －
福　井 Ｂ (857) － － － （必要性なし） －
山　形 Ｃ 945 996 +51 R6.12.25 無
佐　賀 Ｃ 943 996 +53 R6.12.19 有
大　分 Ｃ 941 996 +55 R6.12.25 有
熊　本 Ｃ 940 996 +56 R6.12.15 有
秋　田 Ｃ 930 958 +28 R6.12.25 有
青　森 Ｃ 927 968 +41 R6.12.21 無
岩　手 Ｃ 917 975 +58 R7.1.22 無
鳥　取 Ｃ 906 963 +57 R6.12.19 有
長　崎 Ｃ (864) － － － （必要性なし） －
鹿児島 Ｃ (842) － － － （必要性なし） －
宮　崎 Ｃ (831) － － － （必要性なし） －

都道府県 地賃ランク 改正前時間額 改正後時間額 引上げ額 効力発生日 備考
令第6条
5項適用

埼　玉 Ａ 1,064 1,114 +50 R6.12.1 無
千　葉 Ａ (887) － － － （必要性なし） －
愛　知 Ａ (875) － － － （必要性なし） －
東　京 Ａ (829) （必要性なし）

栃　木 Ｂ 1,008 1,056 +48 R6.12.31 有
兵　庫 Ｂ 1,002 1,053 +51 R6.12.1 有
福　島 Ｂ 928 － － － （必要性なし） －
岩　手 Ｃ 925 985 +60 R7.1.22 無

計量器・測定器・分析機器・試験機・理化学機械器具、医療用機械器具・医療用品、光学機械器具・レン
ズ、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具、時計・同部分品製造業最低賃金

電気機械器具製造業（電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業）関係

※改正前時間額が()表示されている県は、昨年度改正されず、地域別最低賃金を下回るもの

令和６年度　特定最低賃金改正状況

精密機械器具製造業（業務用機械器具、その他の製造業）関係

P358



P359



 資料№５ 



P360



 資料№６ 



（写）


